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   掛川市税条例の一部を改正する条例 

 掛川市税条例（平成17年掛川市条例第72号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあっては 

「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。 

 (1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分に 

  改める。 

 (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 (3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。 

改  正  前 改  正  後 

第63条 法第348条第２項第９号、第９号の２若 

 しくは第12号の固定資産又は同項第16号の固定 

 資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置 

 する医療関係者の養成所において直接教育の用 

 に供するものに限る｡)について同項本文の規定 

 の適用を受けようとする者は、土地については 

 第１号及び第２号に、家屋については第３号及 

 び第４号に、償却資産については第４号及び第 

 ５号に掲げる事項を記載した申告書を、当該土 

 地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立 

 学校法（昭和24年法律第270号）第64条第４項 

 の法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、 

 宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置 

 するもの、医療法（昭和23年法律第205号）第 

 31条の公的医療機関の開設者、令第49条の10第 

 １項に規定する医療法人、公益社団法人若しく 

 は公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人 

 （法人税法第２条第９号の２に規定する非営利 

 型法人をいう。以下この条において同じ｡)に該 

 当するものに限る｡)若しくは一般財団法人（非 

 営利型法人に該当するものに限る｡)、社会福祉 

 法人、独立行政法人労働者健康安全機構、健康 

 保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは 

 国家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組 

 合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯 

 科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士 

 若しくは作業療法士の養成所を設置するもの、 

 公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を 

第63条 法第348条第２項第９号、第９号の２若 

 しくは第12号の固定資産又は同項第16号の固定 

 資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置 

 する医療関係者の養成所において直接教育の用 

 に供するものに限る｡)について同項本文の規定 

 の適用を受けようとする者は、土地については 

 第１号及び第２号に、家屋については第３号及 

 び第４号に、償却資産については第４号及び第 

 ５号に掲げる事項を記載した申告書を、当該土 

 地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立 

 学校法（昭和24年法律第270号）第152条第５項 

 の法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、 

 宗教法人若しくは社会福祉法人で幼稚園を設置 

 するもの、医療法（昭和23年法律第205号）第 

 31条の公的医療機関の開設者、令第49条の10第 

 １項に規定する医療法人、公益社団法人若しく 

 は公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人 

 （法人税法第２条第９号の２に規定する非営利 

 型法人をいう。以下この条において同じ｡)に該 

 当するものに限る｡)若しくは一般財団法人（非 

 営利型法人に該当するものに限る｡)、社会福祉 

 法人、独立行政法人労働者健康安全機構、健康 

 保険組合若しくは健康保険組合連合会若しくは 

 国家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組 

 合連合会で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯 

 科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士 

 若しくは作業療法士の養成所を設置するもの、 

 公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を 



 設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団 

 法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和26年法 

 律第285号）第２条第１項の博物館を設置する 

 もの又は公益社団法人若しくは公益財団法人で 

 学術の研究を目的とするもの（以下この条にお 

 いて「学校法人等」という｡)の所有に属しない 

 ものである場合においては当該土地、家屋又は 

 償却資産を当該学校法人等に無料で使用させて 

 いることを証明する書面を添付して、市長に提 

 出しなければならない。 

 (1)～(5) （略） 

   附 則 

 （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める 

 割合） 

第17条の２ （略） 

２～12 （略） 

 

 

 

13 （略） 

14 （略） 

15 （略） 

16 （略） 

17 （略） 

18 （略） 

19 （略） 

20 （略） 

 

 

21 （略） 

22 （略） 

23 （略） 

24 （略） 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定 

 の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第18条 （略） 

２ （略） 

 

 

 

 設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団 

 法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和26年法 

 律第285号）第２条第１項の博物館を設置する 

 もの又は公益社団法人若しくは公益財団法人で 

 学術の研究を目的とするもの（以下この条にお 

 いて「学校法人等」という｡)の所有に属しない 

 ものである場合においては当該土地、家屋又は 

 償却資産を当該学校法人等に無料で使用させて 

 いることを証明する書面を添付して、市長に提 

 出しなければならない。 

 (1)～(5) （略） 

   附 則 

 （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める 

 割合） 

第17条の２ （略） 

２～12 （略） 

13 法附則第15条第25項第２号に規定する設備に 

 ついて同号に規定する市町村の条例で定める割 

 合は、７分の６とする。 

14 （略） 

15 （略） 

16 （略） 

17 （略） 

18 （略） 

19 （略） 

20 （略） 

21 （略） 

22 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例 

 で定める割合は、２分の１とする。 

23 （略） 

24 （略） 

25 （略） 

26 （略） 

 （新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定 

 の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第18条 （略） 

２ （略） 

３ 市長は、法附則第15条の７第１項又は第２項 

 の認定長期優良住宅のうち区分所有に係る住宅 

 については、前項の申告書の提出がなかった場 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

７ （略） 

８ （略） 

９ （略） 

10 （略） 

11 （略） 

12 （略） 

13 （略） 

 （令和４年度又は令和５年度における土地の価 

 格の特例） 

第21条 市の区域内の自然的及び社会的条件から 

 みて類似の利用価値を有すると認められる地域 

 において地価が下落し、かつ、市長が土地の修 

 正前の価格（法附則第17条の２第１項に規定す 

 る修正前の価格をいう｡)を当該年度分の固定資 

 産税の課税標準とすることが固定資産税の課税 

 上著しく均衡を失すると認める場合における当 

 該土地に対して課する固定資産税の課税標準 

 は、第68条の規定にかかわらず、令和４年度分 

 又は令和５年度分の固定資産税に限り、当該土 

 地の修正価格（法附則第17条の２第１項に規定 

 する修正価格をいう｡)で土地課税台帳等に登録 

 されたものとする。 

２ 法附則第17条の２第２項に規定する令和４年 

 度適用土地又は令和４年度類似適用土地であっ 

 て、令和５年度分の固定資産税について前項の 

 規定の適用を受けないこととなるものに対して 

 合においても、長期優良住宅の普及の促進に関 

 する法律（平成20年法律第87号）第５条第４項 

 に規定する管理者等から、法附則第15条の７第 

 ３項に規定する期間内に施行規則附則第７条第 

 ４項に規定する書類の提出がされ、かつ、当該 

 区分所有に係る住宅が法附則第15条の７第１項 

 又は第２項に規定する要件に該当すると認めら 

 れるときは、前項の規定にかかわらず、同条第 

 １項又は第２項の規定を適用することができ 

 る。 

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

７ （略） 

８ （略） 

９ （略） 

10 （略） 

11 （略） 

12 （略） 

13 （略） 

14 （略） 

 （令和７年度又は令和８年度における土地の価 

 格の特例） 

第21条 市の区域内の自然的及び社会的条件から 

 みて類似の利用価値を有すると認められる地域 

 において地価が下落し、かつ、市長が土地の修 

 正前の価格（法附則第17条の２第１項に規定す 

 る修正前の価格をいう｡)を当該年度分の固定資 

 産税の課税標準とすることが固定資産税の課税 

 上著しく均衡を失すると認める場合における当 

 該土地に対して課する固定資産税の課税標準 

 は、第68条の規定にかかわらず、令和７年度分 

 又は令和８年度分の固定資産税に限り、当該土 

 地の修正価格（法附則第17条の２第１項に規定 

 する修正価格をいう｡)で土地課税台帳等に登録 

 されたものとする。 

２ 法附則第17条の２第２項に規定する令和７年 

 度適用土地又は令和７年度類似適用土地であっ 

 て、令和８年度分の固定資産税について前項の 

 規定の適用を受けないこととなるものに対して 



 課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第 

 68条の規定にかかわらず、修正された価格（法 

 附則第17条の２第２項に規定する修正された価 

 格をいう｡)で土地課税台帳等に登録されたもの 

 とする。 

 課する同年度分の固定資産税の課税標準は、第 

 68条の規定にかかわらず、修正された価格（法 

 附則第17条の２第２項に規定する修正された価 

 格をいう｡)で土地課税台帳等に登録されたもの 

 とする。 

  
 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第63条の改正は、令和７年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、改正後の掛川市税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和 

 ６年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従 

 前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月31日までの間に新たに取得された地方税法等の一部を改正する法 

 律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和25年法律第226号）附則第15条 

 第25項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の 

 例による。 


